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書　　　評
『企業間パートナーシップの経営』
張淑梅著，中央経済社，2004年 3月刊
複数企業間の多様な関係に内在するダイナミズムを前提にしながら，そうした関係をどのように
マネジメントすればよいかを真摯に考えてきた中国出身の外国人研究者による著書が発刊された．
彼女にとって，日本は企業間の熾烈な競争の場であり，競争こそが全てという先入観をもって来日
したという．しかし実際は企業間の競争関係とともに，垂直的協調関係や水平的提携関係がミック
スされた場が設定され，そのことが日本企業の競争優位につながっているという感触をえたことか
ら本格的な研究に取り組むようになったという．研究のキーワードになった言葉はパートナーシッ
プの経営である．具体的には，パートナーシップの生成とダイナミズムと運営（マネジメント）の
3つを柱にした構成である．すなわち，企業間のパートナーシップがどのように生まれるかを互酬
的関係という内的要因と，信頼，パワーという外的要因から分析する．その後，パートナーシップ
のダイナミズムを安定化メカニズムと変動メカニズムの双方から考える．安定化（維持）のメカニ
ズムとして，安定性と柔軟性を並存させることの重要性を強調したあと，パートナーシップが時間
とともに変動していく過程を組織間学習のジレンマという視点から捉えようとする．そして最後に，
パートナーシップの生成，安定化，柔軟化の段階における運営（マネジメント）についての含意を
提示する．以上が全体構想であるが，それぞれの章について具体的に紹介していこう．
まず第 1章では，組織内部門間関係についての理論，取引コスト論，資源依存理論などのレビュー
を通じて，企業間パートナーシップの本質を，資源依存理論が強調する外部資源の確保や，アウト
ソーシング論が主張する外部機能への依存を超えた機能連携関係に求める．企業間関係の議論が，
必要資源をいかに外部から獲得するか，さらには企業の中核機能を残して機能をいかに外部委託す
るかに拘泥する傾向があることを考えると，本書の第 1章で企業間パートナーシップを価値創造プ
ロセスにおける企業間の相互作用，とくに信頼関係に基づいた機能連携関係と考える視点を積極的
に提起したことの意義は大きい．
第 2章では，企業間パートナーシップを「基本的にそれを構成する自律的な行為者間の信頼に基
づいた協力関係である」と定義する．そして Brandenburger=Nalebuff（1996）の価値相関図モデル
を参考に，水平的関係と垂直的関係という次元，競争的と協調的という次元をクロスすることで，
パートナーシップの分類を試みる．さらにパートナーシップの形成条件として，互酬的関係という
内的要因に加えて，相互に協働を組もうとする動機に影響する当事者間のパワーと信頼の存在を挙
げている．対立的関係として捉えられる傾向の強い，パワーと信頼という二つの用語が，実はパー
トナーシップ形成に密接に関連していることを明示した点は強調しておくべきであろう．
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第 3章では，日本の自動車産業における組立てメーカーとサプライヤーとの長期垂直的関係の歴
史的変遷を考察しながら，企業間パートナーシップが常に対等な関係を保っているわけではなく，
パワー優位性が存在することがダイナミズムを生み出すことになることを説明している．この章の
理論枠組みを最初に学会報告したことが，本研究のスタートになったと記憶しているが，言い回し
を含めて日本語による説明そのものに間然するところがないわけではない．しかしパートナーシッ
プを，ある一時点での状況や状態を表すことばではなく，ダイナミックなプロセスとして捉えよう
とする視点を提起したことは付記しておきたい．
第 4章では，能力ベース経営やコア・コンピタンス論を参考にしながら，企業のコア能力がパー
トナーシップのプロセスと方向性にどのような影響を与えるかを分析している．さらに日本企業を
対象としたスキル実態調査を通じて，組織のさまざまなレベルでの能力構築方法について検討して
いる．
第 5章では，企業間パートナーシップと組織学習さらには組織間学習との関係について考察して
いる．他企業の知識や情報を獲得しようとする意志が，パートナーシップを結ぶ動機の一つであり，
その組織学習の過程を情報獲得―情報流通―情報解釈―知識記憶に区分している．つづいて，水平
的パートナーシップと垂直的パートナーシップにおける組織間学習の内容をレビューしている．た
とえばヒッペルのイノベーションの源泉に関する調査，野中・米山による組織間知識創造の理論，
流通業界での製販同盟，組立メーカーと部品メーカーの間での共同設計開発などである．
第 6章では，Weickの組織化モデルを用いて，情報共有や信頼がパートナーシップの維持に及ぼ
す影響を分析している．そしてパートナーシップの存続のためには，一方でパートナーシップを安
定化させるための仕組みを工夫しながら，他方でパートナーシップの柔軟性を生み出す仕組みを組
み込むことが不可欠であると結論づけている．こうした安定性と柔軟性という相矛盾する要求を共
存させてきたところに，日本的パートナーシップの特徴があるし，このことが日本企業の競争優位
の源泉でもあったというのが著者の結論の一つである．
第 7章は，これまでの議論に基づいてパートナーシップの三つのマネジメントについて検討して
いる．すなわち，パートナーシップの方向性を決めるメカニズム，パートナーシップの安定性を維
持するメカニズム，パートナーシップの柔軟性をもたらすメカニズムである．第一に，パートナー
シップ形成段階における方向性を決めるメカニズムは，どのような基準からパートナーを選定する
かを分析している．第二に，一度形成されたパートナーシップを安定化させることの意味と仕組み
について組織間学習と信頼構築の視点から論じている．また調整役として機能する組織の重要性に
ついても議論している．最後に，パートナーシップの硬直化の罠を脱却しながら，環境変化に対応
するためには，パートナーシップを固定化せずに，必要に応じて組替えることで柔軟性を確保する
ことが不可欠であるとの前提から，柔軟化メカニズムの検討がなされる．
最後に，パートナーシップがダイナミックに進化していくためには，一方で組織間学習を通じた
コア能力の向上や調整組織の活用によって安定性を維持しながら，同時にリンケージ能力によって
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柔軟性を確保することが必要であるという．企業間パートナーシップ存続の鍵は，コア能力とリン
ケージ能力の同時構築であるというのが，本書全体を通じてメッセージである．
以上のような内容をもつ本書は，パートナーシップ・マネジメントについてのおそらく最初の本
格的研究であろう．このパートナーシップ・マネジメントを説明するために用意されたキーワード
は，互酬性，パワー，信頼，コア能力，リンケージ能力，柔軟性，安定性，組織間学習，競争優位
などである．そして安定性と柔軟性のバランスこそがパートナーシップ・マネジメントの本質であ
ると考える著者は，こうしたキーワードの論理的説明力を十二分に発揮できるような理論的枠組み
を構想する．
組織間関係の安定と変動という視点から，組織間関係論を考えようとしてきた評者にとっても，
我が意を得たりという個所が随所に見られた．とくにパートナーシップを生成―安定化―柔軟化と
いう一連の流れのなかで捉え，意図せざる逆機能を内包しながらも，それを解決しながら運営して
いくマネジメント・プロセスと考える視点は，ただ個別組織の利害を満足させるだけにとどまらず，
パートナーシップ・マネジメントを通じてより良い社会をデザインしていくという射程をも視野に
入れているようである．組織間関係論が，個別組織あるいは複数組織の利害を超えた，より広い視
野からの分析へと進化していくためには，本書のようなマクロ的であり，ダイナミックであり，か
つマネジリアルな射程が必要である．コミュニティ・デザイン，産官学連携，企業と NPO，企業間
ネットワークなどを分析対象にした組織間関係論を願っている評者にとっても多くの示唆をえる研
究である．
著者は，企業間のパートナーシップを強調することが競争関係を軽視することにつながるわけで
はないことにも言及している．むしろ新しい競争戦略の選択肢としてパートナーシップ構築を考え
ている．ただ企業間パートナーシップと企業間競争の相互関連については，十分な議論がなされて
いるとはいえない．組織間関係論の歴史のなかでも，1980年代半ばから同様の問題が提起されて
きた．集合戦略の逆機能と競争戦略とのマッチングの議論である．さらに，企業間パートナーシッ
プという場合の企業の具体的内実をどのようにイメージしているかについても，著者なりの企業イ
メージについて若干の補足説明がほしい．組織能力，独自能力，コア能力，リンケージ能力などを
強調していることから，能力ベース企業観と考えることも可能であるが，21世紀のパートナーシッ
プ時代における企業ビジョンを含めて，より積極的に著者独自の企業観を提示していくことが必要
であろう．
同じような研究テーマを探索してきた評者にとって，著者にぜひ取り組んでほしいテーマの一つ
がグローバル・パートナーシップの問題である．著者も，残された課題としてこの問題を提示して
いる．すなわち，国際的合従連衡が進むなかで，企業間パートナーシップをグローバル戦略のなか
に位置づける比重が格段に大きくなっているのが現状であろう．さらに部品モジュール化のスピー
ドやインパクトも格段に大きくなっている．これまでにも NUMMIの実態調査，中堅企業のグロー
バル化調査などの経験を有する著者であれば，グローバル・パートナーシップのなかで，日本的パー
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トナーシップの功罪を客観的に評価することも可能である．むしろ中国出身の外国人研究者からみ
た日本的パートナップの方向性についても積極的な問題提起をしてほしいと切望している．著書全
体を通じて，日本語としてややこなれていない表現や言い回しがあることは確かであるが，企業間
パートナーシップの経営というテーマに着手して 10年の間に，欧米の文献はもとより日本語文献
を正確にレビューしながら独自の理論的枠組みを提起した努力に心から敬意を表したい．本書に
よって，これまでばらばらに提起されてきた部品としてのキーワードが整然と組立てられて，著者
独自の全体構想をもつ完成品になったことは確かである．
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